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外来機能の明確化･連携、 かかり つけ医機能の強化等に関する報告書 

令和２ 年 12 月 11 日 

医療計画の見直し 等に関する検討会 

Ⅰ． はじ めに 

○ 本年 1 月の社会保障審議会･医療部会において、 全世代型社会保障検討会議の中間

報告（ 令和元年 12 月） を 踏まえ、 外来機能の明確化･連携、 かかり つけ医機能の強化

等について、 本検討会で専門的かつ集中的に検討を 進めるこ と と さ れた。 また、 中間

報告のう ち、 医療保険に関する事項は、 本検討会や医療部会における外来機能の明確

化・ 連携等の議論を 踏まえ、 医療保険部会等で検討するこ と と さ れた。

○ こ れを 受けて、 本検討会においては、 2 月以降、 医療部会の議論も 踏まえながら 、

医療機関の規模あり き でなく 、 機能の観点から 、 外来機能の明確化・ 連携、 かかり つ

け医機能の強化等について、 精力的に議論を 重ねてき た。

○ 新型コ ロナウイ ルス感染症の拡大による議論の中断も あっ たが、 6 回にわたり 濃密

な議論を 行っ てき たと こ ろ であり 、 今般、 以下のと おり 、 報告書を 取り まと めるこ と

と し た。 厚生労働省においては、 本報告書を 踏まえた措置を 講じ ると と も に、 引き 続

き 外来機能全体のあるべき 姿に関する議論を 深めていただく よう 求めたい。

Ⅱ． 外来機能の明確化・ 連携について 

１ ． 現状及び課題 

○ 新型コ ロナウイ ルス感染症の流行によ り 、 我が国の医療については、 入院、 外来と

も 、大き な影響を受けており 、まず、新型コ ロナウイ ルス感染症への対応を 最重要の課

題と し て取り 組むこ と が必要である。

○ 外来医療については、 新型コ ロナウイ ルス感染症による患者の受診控えが生じ てお

り 、 新型コ ロナウイ ルス感染症による需要と 供給への影響が短期的なも のか継続的な

も のか注視する必要があるが、中長期的には、地域の医療提供体制は、人口減少や高齢

化等により 、 地域差を 伴いながら 「 担い手の減少」 と 「 需要の質･量の変化」 と いう 課

題に直面し ている 。 都市部では外来需要が増加する 一方、 多く の地域では外来需要が

減少し ていく こ と が見込まれる。 また、 こ れまで入院で提供さ れていた医療が外来で

も 提供さ れるよう になっ ており 、 外来医療の高度化も 進展し ている。 こ のよう な地域

の外来を 取り 巻く 状況の変化に対応し て、地域で限ら れた医療資源をより 効果的･効率

的に活用し 、 不足する医療機能の確保など、 質の高い外来医療の提供体制を確保･調整

し ていく こ と が課題と なっ ている。

○ また、高齢化の進展により 、複数の慢性疾患を 抱える高齢者が増加する中で、かかり
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つけ医機能を 担う 医療機関において、予防や生活全般に対する視点も 含め、継続的・ 診

療科横断的に患者を 診ると と も に、必要に応じ て適切に他の医療機関に紹介するなど、

かかり つけ医機能を 強化し ていく こ と が課題と なっ ている。 新型コ ロナウイ ルス感染

症への対応でも 、 高齢者や基礎疾患を 有する者は重症化する リ スク が高いと 報告さ れ

ており 、生活習慣病等に継続的･総合的に対応する、かかり つけ医機能の重要性は高い｡ 

 

○ 地域において主にかかり つけ医機能を 果たし 、 地域包括ケアシステムの一翼を 担っ

ている医療機関があり 、医療機能情報提供制度も あるが、患者の視点から 見れば、医療

機関の選択に当たり 、 外来医療の機能について情報が十分得ら れている 状況と は言え

ない。また、患者にいわゆる大病院志向がある中で、再診患者の逆紹介が十分に進んで

いないこ と 等によ り 一定の医療機関において外来患者が多く なり 、 患者の待ち 時間の

長さ や勤務医の外来負担等の課題が生じ ている。  

 

○ 新型コ ロナウイ ルス感染症に対応する中でも 、地域の医療機関が役割分担･連携し て

必要な医療を 面と し て提供するこ と の必要性が改めて明ら かになっ たと こ ろ である 。

こ れまで、 入院医療については、 病床機能を 明確化し 、 機能分化･連携を 進め、 地域で

質が高く 効率的な医療提供体制を 構築するための取組を 重ねてき たが、 地域の医療全

体を視野に入れ、 外来医療や在宅医療も 合わせて取り 組む必要がある。  

 

○ 地域包括ケアシステムを 推進する 中、 在宅医療の体制構築は、 医療計画や介護保険

事業( 支援) 計画等により 進めら れているが、 外来機能の明確化･連携については、 こ れ

まで医療関係者の自主的な取組が進めら れてき たも のの、 地域によっ ては取組が進ん

でいないと こ ろ も あり 、 こ れを さ ら に進めていく こ と が重要である。  

 

○ 外来機能は多様である一方、こ れまでデータ を 含めて、議論の蓄積が少ない。データ

の蓄積･分析には一定の時間を 要するため、外来医療に関するデータ を収集する仕組み

を 構築する と と も に、 地域の実情に応じ た議論を 進める など、 地域において外来機能

の明確化･連携を進めていく ための仕組みが必要である。  

 

○ また、 今後、 外来医療に関するデータ の蓄積･分析を 行い、 外来機能と は何かと いう

本質的な議論を 深めていく こ と により 、 外来機能全体のある べき 姿を 明ら かにし てい

く 必要がある。  

 

２ ． 具体的方策・ 取組 

( 1)  全体の枠組み 

○ 人口減少や高齢化等によ り 地域ごと に「 担い手の減少」 と 「 需要の質･量の変化」

が進み、 外来医療の高度化等も 進んでいく 中で、 入院医療と と も に、 外来医療につ

いても 議論を 進めていく こ と が必要である 。 その際、 地域で限ら れた医療資源のよ

り 効果的･効率的な活用に資する こ と 、 病床機能報告･地域医療構想に取り 組んでき

た入院医療と 関連が高いこ と 等を 踏まえ、 紹介患者を 基本と する外来と し て、「 医療

資源を重点的に活用する外来」 ( 仮称) に着目し て、 地域における外来機能の明確化･

連携を 図ると と も に、 かかり つけ医機能の強化を 併せて議論する こ と は、 今後、 外
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来医療全体の在り 方について議論を進めていく ために必要な第一歩である。  

 

○ 地域において外来機能の明確化･連携を進めていく ため、各医療機関から 都道府県

に｢医療資源を 重点的に活用する外来｣( 仮称) に関する医療機能を 報告するこ と によ

り 、 地域ごと に、 どの医療機関で、 どの程度、 ｢医療資源を 重点的に活用する外来｣

( 仮称) が実施さ れている かについて明確化を図っ た上で、 その報告を 踏まえ、 地域

における 協議の場において、 各医療機関の自主的な取組等の進捗状況を 共有し 、 ま

た、 地域における必要な調整を行う こ と と する。  

 

○ その際、 患者に対する分かり やすさ の観点や地域での協議を進めやすく する観点

から 、 ｢医療資源を 重点的に活用する 外来｣( 仮称) を 地域で基幹的に担う 医療機関を

明確化する。 こ れにより 、  

・  患者において、 どの医療機関が紹介を 受けて受診し 、 逆紹介で地域に戻るこ と

になる医療機関か分かり やすく なるこ と  

・  地域の医療関係者において、 紹介患者への外来を 基本と し て、 状態が落ち着い

たら 逆紹介によ り 再診患者を 地域に戻す役割と なる 医療機関についての認識の共

有が図ら れるこ と  

・  自治体･保険者において、 患者に外来医療のかかり 方を 周知･説明し やすく なる

こ と  

と なり 、 地域における患者の流れがより 円滑になり 、 病院の外来患者の待ち 時間の

短縮や勤務医の外来負担の軽減、 医師働き 方改革に資すると 期待さ れる。  

 

○ 今回の地域において外来機能の明確化･連携を 進めていく ための仕組みは、こ れまで

外来医療に関する データ や議論の蓄積が少ない中での取組の第一歩であり 、 今後の地

域における 取組や外来医療のデータ 分析等を 踏まえ、 引き 続き 改善を 図っ ていく 必要

がある。  

 

( 2)  「 医療資源を 重点的に活用する外来」（ 仮称）  

○ 「 医療資源を 重点的に活用する外来」 ( 仮称) と し て、 基本的に次の機能が考えら

れるが、 具体的な内容は、 今後さ ら に検討する。（ ※）  

① 医療資源を 重点的に活用する入院の前後の外来 

② 高額等の医療機器・ 設備を 必要と する外来 

③ 特定の領域に特化し た機能を 有する外来（ 紹介患者に対する外来等）  

 

※ ( 2) ～( 4) において「 今後さ ら に検討する 」 と し た事項については、 地域医療

の担い手も 参画すると と も に、 患者の立場も 考慮し た専門的な検討の場におい

て検討する。  

 

○ ｢医療資源を 重点的に活用する外来｣( 仮称) の呼称については、 例えば、 患者の立

場から みた呼称と し て、 紹介状の必要な外来や紹介を 基本と する 外来と いう こ と で

はないかなどの意見があっ た。今般の見直し の趣旨を 適切に表すこ と に留意し つつ、

国民の理解が得ら れるよう 、国民の分かり やすさ の観点から 、今後さ ら に検討する。  
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( 3)  外来機能報告（ 仮称）  

○ 地域において外来機能の明確化･連携を進めていく に当たっ て、データ に基づく 議

論を 進めるため、 病床機能報告を 参考に、 各医療機関から 都道府県に、 外来機能の

う ち 、 ｢医療資源を 重点的に活用する 外来｣( 仮称) に関する 医療機能の報告（ 外来機

能報告（ 仮称）） を 行う こ と と し 、 こ れにより 、 地域ごと に、 どの医療機関で、 どの

程度、 ｢医療資源を 重点的に活用する 外来｣( 仮称) が実施さ れているか明確化を 図る

こ と と する。  

 

○ 外来機能報告（ 仮称） に当たっ ては、 入院医療と 一体的に議論する観点や、 医療

機関等の負担軽減の観点から 、 病床機能報告と 同様、 レセプト 情報･特定健診等情報

データ ベース（ NDB） を 活用し 、 国から 各医療機関に対し て、 当該医療機関の｢医療

資源を重点的に活用する外来｣( 仮称) に関する実施状況のデータ を提供する。各医療

機関においては、 当該データ を 確認し 、 都道府県に、 病床機能報告と 一体的に｢医療

資源を重点的に活用する外来｣( 仮称) に関する実施状況の報告を 行う こ と と する。  

なお、 外来機能報告（ 仮称） を 行う 医療機関の負担軽減のため、 将来的に医療機能

情報提供制度が全国統一システムと さ れた場合に医療機能情報提供制度のデータ の

活用も 検討する。  

 

○ 外来機能報告（ 仮称） を 行う 対象と なる 医療機関は、 制度の趣旨、 医療機関の負

担、データ 集計の負担等にかんがみ、まずは、併せて報告する病床機能報告と 同様、

一般病床又は療養病床を 有する 医療機関を 基本と し 、 無床診療所については、 一部

に、 他の医療機関から の紹介患者も 含め、 高額な医療機器等によ る検査を集中的に

実施する 無床診療所も ある こ と を 踏まえ、 任意で外来機能報告（ 仮称） を行う こ と

ができ るこ と と する。  

 

○ 外来機能報告（ 仮称） の具体的な報告事項については、 今後さ ら に検討する。  

 

( 4)  地域における協議の仕組み 

○ 地域における外来機能の明確化･連携に向けて、 都道府県の外来医療計画において、

現在記載さ れている外来医療の情報可視化等に加えて、 ｢医療資源を重点的に活用す

る外来｣( 仮称) に関する医療機能の明確化･連携を 位置付ける。外来機能報告（ 仮称）

を 踏まえ、地域における協議の場において、不足する医療機能の確保を 含め、各医療

機関の自主的な取組等の進捗状況を共有し 、また、地域における必要な調整を 行う こ

と と する。  

なお、現在の外来医療計画において、外来医師多数区域の新規開業者に地域で不足

する 外来医療機能を 担う こ と を 求めるこ と と さ れており 、 地域で不足する外来医療

機能について地域の協議の場で検討するに当たっ ては、外来機能報告（ 仮称） による

データ 等を活用するこ と も 考えら れる。  

 

○ 地域における協議の場と し ては、 外来機能の明確化･連携を入院医療と 一体的に議

論する観点等から 、地域医療構想調整会議を活用でき るこ と と する。協議に当たっ て
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は、 医療現場が混乱し ないよ う 配慮し ながら 、 国が可能な範囲で地域ごと の将来の

「 医療資源を 重点的に活用する外来」 ( 仮称) の需要を 参考値と し て示すこ と と し 、地

域において、 地域の実情に応じ てこ れを 活用するこ と と する。  

 

○ 地域における外来機能の明確化･連携を進めていく 中で、 地域での協議を進めやす

く する観点や、国民･患者の分かり やすさ の観点から 、｢医療資源を 重点的に活用する

外来｣( 仮称) を 地域で基幹的に担う 医療機関を 明確化する仕組みを設け、 その方法と

し て、 外来機能報告（ 仮称） の中で報告するこ と と する。 また、 紹介患者への外来を

基本と する医療機関であるこ と が患者に分かるよう 、 広告可能と する。  

 

○ ｢医療資源を 重点的に活用する外来｣( 仮称) を 地域で基幹的に担う 医療機関の報告

に当たっ ては、 ( 2) ①～③の割合等の国の示す基準を 参考にし て、 地域の協議の場で

確認するこ と により 、 地域の実情を踏まえるこ と ができ る仕組みと する。  

 

○ ｢医療資源を 重点的に活用する外来｣( 仮称) を 地域で基幹的に担う 医療機関の呼称

や、 国の示す基準は、 今後さ ら に検討する。  

 

○ また、 診療科ごと の外来医療の分析、 紹介･逆紹介の状況の分析等については、 地

域における協議の場での議論も 視野に入れながら 、今後さ ら に検討する。その際、特

に、 再診患者の逆紹介が適切に進むよう に配慮するこ と が重要である。  

 

○ 病床機能報告･地域医療構想では様々な都道府県知事の権限が設けら れているが、

外来機能の明確化･連携に関し ては、 対象医療機関が外来機能報告（ 仮称） の報告を

せず、又は虚偽の報告を し た場合は報告徴収又は報告内容是正の命令ができ 、こ れに

医療機関が従わない場合はその旨を公表するこ と ができ るこ と と する。  

 

○ 地域医療支援病院は、 かかり つけ医等への支援を 通じ て地域医療の確保を 図る医

療機関であり 、紹介患者に対する医療提供のほか、医療機器等の共同利用、救急医療

の提供、 地域の医療従事者に対する研修等が要件と さ れている。 一方で、 ｢医療資源

を 重点的に活用する外来｣( 仮称) を 地域で基幹的に担う 医療機関については、 地域に

おける患者の流れを よ り 円滑にする 観点から 、 特定機能病院や地域医療支援病院以

外に、紹介患者への外来を基本と し て、状態が落ち着いたら 逆紹介により 再診患者を

地域に戻す役割を 担う 医療機関を 明確化する も のであり 、 紹介患者に対する 医療提

供と いう 観点では役割が一部重複するこ と と なる（ なお、 ｢医療資源を 重点的に活用

する外来｣( 仮称) を地域で基幹的に担う 医療機関について、 国の示す基準は、 今後さ

ら に検討する）。 特定機能病院や地域医療支援病院以外であっ ても 、 地域の基幹的な

医療機関について、 紹介患者への外来を 基本と する 医療機関と し て明確化さ れるこ

と が重要である。  
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Ⅲ． かかり つけ医機能の強化、 外来医療における多職種の役割、 外来医療のかかり 方に 

関する 国民の理解の推進 

 

１ ． 現状及び課題 

○ かかり つけ医機能については、 日本医師会･四病院団体協議会合同提言「 医療提供体

制のあり 方」（ 平成 25 年 8 月） で一定の機能が示さ れている。  

 

○ 高齢化の進展により 、 複数の慢性疾患を有する 高齢者が増加する 中、 予防や生活全

般に対する視点も 含め、継続的・ 診療科横断的に患者を 診ると と も に、必要に応じ て、

患者の状態に合っ た他の医療機関を 紹介するなど、 かかり つけ医機能の強化が求めら

れている。 新型コ ロナウイ ルス感染症への対応でも 、 高齢者や基礎疾患を 有する者は

重症化する リ スク が高いと 報告さ れており 、 生活習慣病等に継続的・ 総合的に対応す

る、 かかり つけ医機能の重要性は高い。  

 

○ かかり つけ医機能の普及に向けた取組が医療関係団体を 中心に進めら れており 、 地

域において主にかかり つけ医機能を 果たし 、 地域包括ケアシステムの一翼を 担っ てい

る医療機関があり 、医療機能情報提供制度も あるが、患者の視点から 見れば、かかり つ

け医機能のイ メ ージも 様々であり 、また、医療機関を選択するに当たっ て、外来機能の

情報が十分得ら れている状況と は言えない。  

 

○ 外来医療においては、 地域や医療機関･薬局等で、 多職種が連携し て、 それぞれの専

門性を 発揮し 、 チームと し て役割を果たし ている。  

 

○ 「 上手な医療のかかり 方を広めるための懇談会」 において、「 医療危機」 は国民全員

が考え、 取り 組むべき 重要な問題と し て、「『 いのちを まも り 、 医療を まも る』 国民プロ

ジェ ク ト 宣言！」（ 平成 30 年 12 月） が取り まと めら れ、 市民、 行政、 医師/医療提供

者、 民間企業のアク ショ ンの例が整理さ れ、 現在、 様々な関係機関･団体により 、 上手

な医療のかかり 方を 広めるための取組が行われている。  

 

○ そう し た中で、新型コ ロナウイ ルス感染症が流行し 、受診や健診・ 予防接種を 控える

と いう 事態がみら れている。 健康への悪影響が懸念さ れる中で、 国民･患者に対し て、

医療機関での感染防止の取組を 周知すると と も に、かかり つけ医や自治体に相談し て、

必要な受診や健診・ 予防接種を 行う よう 呼びかけを 行っ ており 、引き 続き 、患者の受診

動向等を 注視し 、 医療のかかり 方に関する広報に取り 組む必要がある。  

 

２ ． 具体的方策・ 取組 

( 1)  かかり つけ医機能の強化 

○ 高齢化の進展により 、複数の慢性疾患を 有する高齢者が増加する中、かかり つけ医

機能の強化が求めら れている。 また、 外来機能の明確化･連携を 進めていく に当たっ

ては、紹介患者への外来を基本と する医療機関の明確化と と も に、かかり つけ医機能

を 強化するこ と で、患者の流れを より 円滑にし ていく 必要があり 、かかり つけ医機能

の質･量の向上を 図っ ていく ため、 以下の方策に取り 組んでいく 。  
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① かかり つけ医機能について、日本医師会･四病院団体協議会合同提言（ 平成 25 年

8 月）、 地域における 実践事例等を 踏まえ、 予防や生活全般の視点、 介護や地域と

の連携、 休日･夜間の連携を 含め、 地域においてどのよう な役割を 担う こ と が求め

ら れているかを 整理し ていく こ と が求めら れている。こ のため、かかり つけ医機能

を 発揮し ている事例等を調査･研究し 、 かかり つけ医機能に係る好事例の横展開を

図る。 その際、 かかり つけ医機能を 発揮するに当たっ て、 地域における研修等で病

院と 診療所の医師等が顔の見える 関係を 構築し ている こ と が重要である こ と に留

意する。  

また、精神科において患者が救急受診をし たと き に主治医と 連絡がと れずに困る

こ と があると の意見を踏まえ、 地域で診療時間外の対応が適切に図ら れるよう 、 地

域の実情に応じ て外来医療計画の協議の場で検討するこ と を 、外来医療に係る医療

提供体制の確保に関するガイ ド ラ イ ンにおいて促す。  

 

② 医療関係団体によ る かかり つけ医機能を 強化するための研修等について情報収

集を 行い、研修等の内容や研修等を 受けた医師のかかり つけ医機能を 発揮し ている

実践事例等を国民に周知し 、かかり つけ医機能に係る国民の理解を深めるなど、か

かり つけ医機能の強化のための取組を 支援する。  

 

③ 医療機能情報提供制度について、 国民･患者がかかり つけ医機能を 担う 医療機関

等を 探し やすく する、医療機関の具体的な機能を分かり やすく する、医療機関の負

担を 軽減する、効率的なシステムと する等の観点から 、統一的で分かり やすい検索

システムを 検討すると と も に、 医療機能情報提供制度の周知に取り 組む。 なお、 医

療機能情報提供制度のあり 方は、医療情報の提供内容等のあり 方に関する検討会に

おいて、 引き 続き 検討を進める。  

 

( 2)  外来医療における多職種の役割 

○ 外来医療においては、 医療機関･薬局など様々な領域･場において、 多職種が連携

し て、 それぞれの専門性を 発揮し 、 チームと し て役割を 果たし ており 、 以下のよう

な役割･連携が重要であり 、 こ れら を 推進し ていく 必要がある。  

 

〔 歯科医療〕  

○ 地域包括ケアシステムの中での外来医療では、 高齢化や過疎化等の地域の状況を

踏まえながら 、周産期･幼児期から 高齢期までのラ イ フ ステージに応じ た継続管理や

重症化予防のための適切な歯科医療の提供及び保健指導等を 行う 、 かかり つけ歯科

医の重要性が増し ている。 また、 がん患者等の周術期等口腔機能管理、 糖尿病や歯

周病等の医科歯科連携、 歯科疾患の予防を 含めた地域における歯科保健活動、 患者

の居宅･介護施設･病院への訪問歯科診療等の機能が求めら れている。  

 

○ 今後、 地域の歯科診療所と 病院間の連携を推進する と と も に、 外来医療における

かかり つけ歯科医の機能を 明確化する 観点から も 、 病院歯科が果たすべき 機能や病

院歯科の設置に関する議論を行う こ と が重要である。  
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〔 薬剤師、 薬局〕  

○ 地域包括ケアシステムの中で、 薬剤師、 薬局は、 医療機関等と 連携し 、 専門性を

発揮し て、 安全かつ有効な薬物療法を 切れ目なく 提供する役割が求めら れており 、

外来医療においては、 調剤時に加えて、 調剤後の継続的な服薬指導、 服薬状況等の

把握を行い、 医療機関やかかり つけ医と 連携するこ と が重要である。  

 

○ かかり つけ薬剤師･薬局と し て、 医薬品等の使用についての適切な情報提供、 かか

り つけ医等への適切な受診勧奨、 服薬状況の一元的かつ継続的な把握と それに基づ

く 薬学的管理･指導、 処方医に対する薬学的知見に基づく 処方内容の照会など、 かか

り つけ医と 連携し て、 安全で安心な薬物療法を 提供し ていく こ と が重要である。 そ

の際、 薬局薬剤師と 病院薬剤師の連携も 重要である。  

 

〔 看護〕  

○ 外来医療は、 医師や看護職員をはじ めと し たチームで担っ ており 、 看護職員は外

来の機能に合わせて専門性を 発揮し 、 看護を 実施し ている。 外来において看護職員

は、医療と 生活の両方の観点から 患者･家族等に療養指導や支援を 行っ ている。特に、

複雑で解決困難な課題を持つ患者･家族等には、患者のラ イ フ スタ イ ルや家庭の状況

等に合わせた療養指導、 相談対応や専門的支援を 担当の看護職員が継続的に実施し

ている。  

 

○ 医療が「 病院完結型」 から 「 地域完結型」 に変わり つつある中で、 外来における

生活習慣病等の重症化予防･再発防止の重要性が高まっ ており 、在宅療養生活の継続、

身体症状や QOL の改善、 医療の効率化に貢献する看護職員による療養指導や支援を

さ ら に推進し ていく こ と が重要である。  

 

( 3)  外来医療のかかり 方に関する国民の理解の推進 

○ 外来機能の明確化･連携を進めていく に当たっ ては、 国民･患者においても 、 かか

り つけ医を も ち、 日常的にはかかり つけ医機能を 担う 医療機関を 受診し て、 必要に

応じ て、 状態に合っ た他の医療機関を 紹介し ても ら う など、 外来医療のかかり 方に

関する理解を 深めるこ と が重要であり 、 以下の取組を行っ ていく 。  

 

① 外来医療のかかり 方について、 国民にと っ て分かり やすい形で周知･啓発を進め

ていく ため、「『 いのちを まも り 、 医療を まも る』 国民プロジェ ク ト 宣言！」 を踏ま

え、 引き 続き 、 国において関係機関･団体の周知･啓発を 支援する。 例えば、 国にお

いて、高齢者や子ども など周知対象を踏まえながら 、上手な外来医療のかかり 方の

ポイ ント 、かかり つけ医を も つこ と のメ リ ッ ト 等を 整理し 、関係機関･団体が周知･

啓発に活用でき るツールを 作成すると と も に、 周知･啓発の好事例を 示すなど、 そ

れら の周知･啓発ツール等の展開方法の共有を 図る。 また、 国においても 、 医療関

係団体等の協力の下、 かかり つけ医を も つこ と など、 国民･患者に対し て積極的に

周知･啓発に取り 組む。  

 

② 外来機能の明確化･連携を 図る取組の中で、 ｢医療資源を 重点的に活用する外来｣
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( 仮称) を 地域で基幹的に担う 医療機関を 明確化する仕組みを設け、 患者において、

どの医療機関が紹介を 受けて受診し 、逆紹介で地域に戻るこ と になる医療機関か分

かるよう にする。   
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（ 参考）  

医療計画の見直し 等に関する検討会 検討経過 

 

2 月 28 日 

・ 外来医療の機能分化・ 連携に関する当面の検討の進め方について 

・ 外来医療を 取り 巻く 現状と 検討の方向性について 

・ かかり つけ医機能の強化について 

・ 外来医療のかかり 方に関する国民の理解の推進について 

 

3 月 13 日 

・ 外来機能の明確化について 

・ かかり つけ医機能の強化、 外来医療における多職種の役割について 

 

3 月 18 日 

・ 外来機能の明確化について 

 

10 月 30 日 

・ 外来機能の明確化・ 連携、 かかり つけ医機能の強化等について 

 

11 月 19 日 

・ 外来機能の明確化・ 連携、 かかり つけ医機能の強化等について 

 

12 月 3 日 

・ 外来機能の明確化・ 連携、 かかり つけ医機能の強化等に関する報告書（ 案） について 
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（ 参考）  

医療計画の見直し 等に関する検討会 構成員名簿 
 

（ 敬称略。 五十音順）  

 氏 名 所 属・ 役 職 

● 今村
いまむら

  聡
さ と し

 公益社団法人日本医師会副会長 

 今村
いまむら

 知
と も

明
あき

 奈良県立医科大学教授 

◎ 遠藤
えんどう

 久夫
ひ さ お

 学習院大学経済学部教授 

 尾形
お が た

 裕也
ひ ろ や

 九州大学名誉教授 

 岡留
おかどめ

 健
けん

一郎
いちろ う

 一般社団法人日本病院会副会長 

 荻野
お ぎ の

 構一
こ う いち

 公益社団法人日本薬剤師会常務理事 

 織田
お だ

 正道
まさ みち

 公益社団法人全日本病院協会副会長 

 加納
か の う

 繁
し げ

照
あき

 一般社団法人日本医療法人協会会長 

 城
き

守
も り

 国斗
こ く と

 公益社団法人日本医師会常任理事 

 幸野
こ う の

 庄司
し ょ う じ

 健康保険組合連合会理事 

 櫻
さ く ら

木
ぎ

 章司
し ょ う じ

 公益社団法人日本精神科病院協会常務理事 

 佐藤
さ と う

  保
たも つ

 公益社団法人日本歯科医師会副会長 

○ 田中
た な か

  滋
し げる

 埼玉県立大学理事長 

 中島
なかじ ま

  誠
まこ と

 全国健康保険協会理事 

 野原
の は ら

  勝
まさ る

 岩手県保健福祉部長 

 山口
やまぐ ち

 育子
い く こ

 認定 NPO法人さ さ えあい医療人権センタ ーCOML 理事長 

 吉川
よし かわ

 久美子
く み こ

 公益社団法人日本看護協会常任理事 

 
※ ◎ 座長  ○ 座長代理  ● 専門構成員 

 


